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はじめに  

  
平成 29 年 5 月 19 日に統計改革推進会議において「最終取りまとめ」が策定

された。統計委員会では、これを踏まえて「公的統計の整備に関する基本的な

計画」の前倒し改定にむけた審議を行い、平成 29 年 12 月に総務大臣へ答申を

行った。そして平成 30 年 3 月 6 日に答申を踏襲する形で第Ⅲ期の「公的統計の

整備に関する基本的な計画」が閣議決定された。  

同じく平成 30 年 3 月 6 日には、「最終取りまとめ」等を踏まえ、統計委員会

に勧告機能を付与するなどを措置する統計法改正案も閣議決定され、国会にて

可決され、同年６月１日に公布された。  

このような状況の下、統計の精度向上の取組として、総務省が３つの検査を

実施し、その結果を「平成 28 年度統計法施行状況報告 統計精度検査編」とし

て平成 29年 11月 21 日に統計委員会に報告した。 

この報告を受け、統計委員会では、横断的課題検討部会及び統計の精度向上

及び推計方法改善ワーキンググループを開催し、同報告に対する審議を実施し

た。この審議により、３つの検査結果を踏まえた個別統計の改善方策及び改善

を行う上での留意事項を整理し、さらに、平成 30 年度に精度向上のために取り

組むべき事項についての提言を「平成 28 年度統計法施行状況に関する審議結果

報告書（統計精度検査関連分）」として総務省統計委員会にて取りまとめた。  

また、「最終取りまとめ」及び「公的統計の整備に関する基本的な計画」によ

り、統計委員会に、統計の品質面や統計作成の技術面等を改革する評価チーム

を設置することとされたことを受け、平成 30 年 8 月 31 日に統計委員会令が改

正され、統計法の施行に関し、主として統計技術の観点から評価を行い、その

結果に基づき意見を述べる評価分科会が統計委員会に置かれることとなった。           

本報告書は、統計委員会から検討事項として評価分科会に提示され、評価分

科会において検討事項として採用した「平成 28 年度統計法施行状況に関する審

議結果報告書（統計精度検査関連分）」のフォローアップについて、評価分科会

における第５回～第７回の間の審議の結果を取りまとめたものである。 
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 Ⅰ 検討の経緯  

１ 経緯  

「経済財政運営と改革の基本方針 2016」（平成 28 年６月２日閣議決定）

において「総務省は、統計委員会が取りまとめた取組方針に基づき、関

係府省庁の協力を得て、統計の精度向上に取り組む。」とされたこと及び

「平成 27 年度統計法施行状況に関する審議結果報告書（平成 28 年度下

半期審議分）」（平成 29年３月 31日統計委員会）において検査内容が示さ

れたことを踏まえ、総務省において平成 29 年度に統計精度に関する検査

が実施され、平成 29年 11月 21日開催の第 116 回統計委員会に総務大臣

から「平成 28 年度統計法施行状況報告（統計精度検査編）」（平成 29 年 

11月 21日総務省、以下「施行状況報告（統計精度検査編）」という。）と

して報告された。  

統計委員会では、施行状況報告（統計精度検査編）の報告を受け、本

件に係る審議を横断的課題検討部会に付託し、平成 30年１月 18日開催の

第 88 回基本計画部会・第 13 回横断的課題検討部会（合同部会）におい

て、課題解決に向けた検討に着手し、個別の検査に関する審議を「統計

の精度向上及び推計方法改善ワーキンググループ」で行い、「平成 28 年

度 統計法施行状況に関する審議結果報告書（統計精度検査関連分）」

（平成 30 年 3 月 30 日総務省統計委員会、以下「精度検査報告書」とい

う。）としてとりまとめた。 

また、平成 30 年 3 月 6 日に閣議決定された「公的統計の整備に関する

基本的な計画」（以下「第Ⅲ期基本計画」という。）によって、統計委員

会に統計の品質面や統計作成の技術面等を改革する評価チームを設置し、

先端的・統計技術的課題の解決に向けて検討を行うこととなった。これ

を受けて、平成 30年８月 31日に統計委員会令が改正され、統計法の施行

に関し、主として統計技術の観点から評価を行い、その結果に基づき意

見を述べる評価分科会が統計委員会に設置された。 

評価分科会は、平成 30 年 11 月 28 日に第１回分科会を開催し、統計委

員会の精度検査報告書により分科会の検討事項として提示されていた同

報告書のフォローアップを検討事項に採用し、同報告書提言のうち、「建

設工事統計調査（施工調査）の欠測値補完の見直し」、「建築着工統計調

査の補正調査の見直し移行期の集計方法」及び「経済産業省生産動態統

計調査の欠測値の補完」について審議を行い、令和元年９月 20 日に「令

和元年度統計委員会評価分科会審議結果報告書（第１回～第４回審議分）」

をとりまとめた。続いて、令和２年１月～３月に第５回～７回評価分科

会を開催し、精度検査報告書提言のうち、「法人企業統計調査の欠測への
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対応に関する検討」、「民間給与実態統計調査の欠測への対応に関する検

討」、「造船造機統計調査の欠測への対応に関する検討」、「自動車輸送統

計調査（バス関連）の欠測への対応に関する検討」、「自動車輸送統計調

査（貨物営業用自動車）の欠測への対応に関する検討」、「建築着工統計

調査の補正調査の見直し」、「賃金構造基本統計調査の欠測への対応に関

する検討」及び「薬事工業生産動態統計調査の欠測への対応に関する検

討」について審議を行うとともに、欠測値への対応に関する各府省研究

成果について、内閣府、総務省・独立行政法人統計センター及び経済産

業省より報告を受け、各府省研究成果の共有化を図った。 

 

２ 審議体制及び審議経過  

審議は、令和２年１月から３月までに３度開催して行った。  

【評価分科会の構成員】  

・分科会長   椿 広計 （大学共同利用機関法人情報・システム研究

機構理事、情報・システム研究機構統計数

理研究所長） 

・分科会長代理 岩下 真理（大和証券チーフマーケットエコノミスト） 

・臨時委員   久我 尚子（株式会社ニッセイ基礎研究所生活研究部主任

研究員） 

・臨時委員   山本 渉 （電気通信大学大学院情報理工学研究科准教

授） 

・臨時委員   美添 泰人（青山学院大学経営学部プロジェクト教授） 

・専門委員   神林 龍 （一橋大学経済研究所経済制度・経済政策研究

部門教授） 

 

具体的な審議経過は以下のとおりである。  

  
令和２年１月27日 第５回評価分科会  

(1)分科会長の互選、分科会長代理の指名について 

(2)当面の検討の進め方について 

(3)精度検査報告書提言に対応した取組について（法人企業統計調査、

民間給与実態統計調査、造船造機統計調査、自動車輸送統計調査及

び建築着工統計調査の補正調査） 

(4)諸外国における欠測値補完及び総務省による各府省の統計作成支援

について 

(5)欠測値への対応に関する内閣府の研究成果について 
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令和２年２月19日 第６回評価分科会  

(1)精度検査報告書提言に対応した取組について（薬事工業生産動態統

計調査及び賃金構造基本統計調査) 

(2)欠測値への対応に関する総務省・統計センターの研究成果について 

(3)欠測値への対応に関する経済産業省の研究成果について 

 

令和２年３月25日 第７回評価分科会  

(1)令和元年度統計委員会評価分科会審議結果報告書（案）（第５回～

第７回審議分）について 

(2)当面の検討の進め方について 
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Ⅱ 審議結果 

１ 法人企業統計調査の欠測への対応に関する検討について 

（１）取組の現状 

    法人企業統計調査については、精度検査報告書において、売上等の主

要項目の記載があることを前提に、最終的に一部未回答状態となってい

る項目が発生する数十社程度に対し、当該一部非回答の項目に０値補完

をしていることについて、過小推計につながる懸念もあることから、第

Ⅲ期基本計画（表１参照）において指摘されている欠測値の補完方法の

改善方策の検討に、０値補完の検証も含めることが必要であると指摘さ

れている。 

表１ 「第Ⅲ期基本計画」 抜粋 
 

具 体 的 な 措 置 、方 策 等 担当府省 実施時期 

◎ 法人企業統計調査における調査票の督 

促、欠測値の補完方法の改善方法について

結論を得る。 

財務省 平成 30 年度  

(2018 年度) 中

に結論を得る。 

 

この精度検査報告書を踏まえ、財務省は、回答の値が「０」である場

合と欠測値の場合の区別について、両者を区分して把握することとし、

データ記録の区別については、必要な予算措置やシステム改修の後に対

応することとしている。また、学識経験者を交えた研究会において一部

非回答項目に対する０値補完について検証を行ったところ、０値補完に

よる影響は軽微であるとの結論に至った。 

なお、未回答法人のうち、資本金５億円以上の企業（金融業・保険業

を除く）の欠測値補完に関して、ＥＤＩＮＥＴ等の外部情報の活用実績

のある他統計の事例研究を行うとともに、ＥＤＩＮＥＴ情報の現状把握

とシステム的な活用について検討した。その結果、年次別調査の審査事

務及び計数照会事務において、ＥＤＩＮＥＴ情報（有価証券報告書）等

をより一層活用することにより、調査結果の精度向上に取り組むことと

した。さらに学識経験者との研究において、欠測企業に係る当該調査期

以前に得られた過去データを利用することの有効性が認められたところ

であるが、実際の導入に当たっては、対象とする過去データの範囲など、

更なる検討が必要とされたことから引き続き研究を行うこととしている。 

  

（２）評価及び課題解決に向けた今後の取組の方向性 

一部の未回答となっている項目に０値を補完している点について、回

答の値が「０」である場合と「０」値を補完している場合とを区分して

把握することとしたことを評価する。 

また、財務省が学識経験者を交えた研究会において一部非回答項目に

対する０値補完について、他の補完方法との比較検証を行い、その影響
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は軽微であることを明らかにした上で、一部項目の未回答に対する０値

補完に特段の問題はないとしている点は妥当である。 

 

２ 民間給与実態統計調査の欠測への対応に関する検討について 

（１）取組の現状 

民間給与実態統計調査については、精度検査報告書において、源泉徴

収義務者から報告を受けた給与所得者の情報において一部非回答が発生

した場合、当該報告者から得られた情報全体を集計対象外とした上でウ

エイト調整を行っていることについて、単一補完を行うことで集計対象

外とした情報を利用できる余地もあると考えられることから、平成 30 年

度に有識者の意見を聞く等により改善の余地の有無について判断を行う

ことが必要であると指摘されている。 

この精度検査報告書を踏まえ、財務省は、単一補完の方法について外

部有識者へ意見を聴取し、源泉徴収義務者用の調査票において、一部無

回答（記載対象給与所得者の人数不足等）が発生している割合は調査対

象となる源泉徴収義務者の 0.6％程度と極めて少ないことから、調査結果

に与える影響は少ないと示唆を受けた一方で、当該記載対象者の漏れ等

がランダムに発生しているのであれば、記載してある人数と当該事業所

の給与所得者数を基に復元を行うことが可能との示唆を受けた。 

財務省においては、令和元年分調査における標本設計の変更に対応し

たシステム改修に合わせて、上記の示唆のとおりの復元処理を行えるよ

う改修を行う予定としている。 

なお、給与所得者用調査票における個別項目の一部無回答については、

0.2％～0.3％程度と数も少なく、影響も軽微なため、件数次第ではその者

を除いたところで同様の復元処理も可能との示唆を受けており、上記シ

ステム改修後の調査結果を踏まえ、引き続き検討を行うこととしている。 

また、財務省においては、令和元年分調査から事業者の保有する源泉

徴収票等の情報を調査票に転記するツールを提供するなど、報告者負担

の軽減・記入誤りの削減のための取組を実施している。 

 

（２）評価及び課題解決に向けた今後の取組の方向性 

財務省が、外部有識者へ意見を聴取し、一部無回答が発生している割

合は極めて少ないことから単一補完による統計精度の向上への寄与はそ

れほど大きくない一方で、源泉徴収義務者用の調査票の一部無回答（記

載対象給与所得者の人数不足等）については、記載してある人数と当該

事業所の給与所得者数を基に復元を行うことが可能との示唆を踏まえ、

当該復元処理を行えるようシステム改修を行う予定としていることは妥

当である。また、復元処理の方法については、個別事業所ごとに当該事
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業所の給与所得者数と回答した給与所得者数の比を用いて復元すること

としているが、更なる改善に向けて、層内の事業所の給与所得者数の合

計と回答した給与所得者数の比を用いて復元した場合との比較検証を行

うことを推奨する。 

なお、事業者の保有する源泉徴収票等の情報を調査票に転記するツー

ルの提供を開始したことは、報告者負担を軽減し、回収率の向上に寄与

するとともに、調査票提出段階でエラーチェックを行うため正確性の確

保にも寄与することが期待される。 

 

３ 造船造機統計調査の欠測への対応に関する検討について 

（１）取組の現状 

    造船造機統計調査については、精度検査報告書において、回収率約 75

～80％であるが、全部無回答に対し、単一補完やウエイト調整などの欠

測値への対応が行われることなく、得られた回答のみで単純合算集計が

行われており、調査結果が過小となっている懸念がある一方、調査対象

に廃業事業所等が含まれる可能性があり当該廃業事業所が回収率を下げ

ている可能性もあるため、平成 30 年度に調査対象事業所の休業及び廃業

状況を確認し、公表数値に係る捕捉状態等の検証を行うことが必要であ

ると指摘されている。 

 国土交通省は、平成 30 年度から、調査対象名簿の適正性を確認するた

め、休業状況等を確認（①現地訪問や電話による確認、②現行調査対象

名簿と平成 28 年度の経済センサス－活動調査における調査票情報との突

き合わせ）した結果、実質廃業等の事業所を除いた回収率が９割以上で

あることを確認した。また、「調査対象」であることを確認した全部無回

答事業所（経済センサス－活動調査とマッチングして一致した事業所）

の経済センサス－活動調査の調査票情報の品目別製造品出荷額を造船造

機統計調査の回答事業所の単純合算集計である調査結果と比較したとこ

ろ、造船調査・造機調査とも無回答事業所の出荷額は回答事業所の１％

以内であることを確認している。 

以上の点を踏まえ、欠測値補完は行わず、更なる催促の強化をもって

統計の品質向上を図ることとしている。なお、休業及び廃業状況の確認

を定期的に現地訪問や電話による確認等を行い、調査対象名簿の適正性

を維持していくこととしている。 

  

（２）評価及び課題解決に向けた今後の取組の方向性 

国土交通省が、現地訪問や電話による確認、及び、現行調査対象名簿

と平成 28年度の経済センサス-活動調査における調査票情報との突き合わ

せにより、調査対象名簿の適正性を確認したことは適当である。その結
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果、実質廃業等の事業所を除いた回収率が９割以上であること、経済セ

ンサス‐活動調査の調査票情報を用いた比較により売上高（造船調査；

しゅん工船価・修繕高、造機調査；製造高・修繕高）の 99％以上を捕捉

できていることが確認できたことから、欠測値の補完は行わないものの、

今後も、休業及び廃業状況の確認を定期的に現地訪問や電話による確認

等を行い、調査対象名簿の適正性を維持していくこととしていることは、

適当である。 

なお、売上高でみた場合には大部分が捕捉できていることなど統計の

信頼性を示すために、公表数値に係る捕捉状況等に関する情報も対外的

に発信することについて検討することが適当である。 

 

４ 自動車輸送統計調査（バス関連）の欠測への対応に関する検討について 

（１）取組の現状 

自動車輸送統計調査（バス関連）については、精度検査報告書におい

て、明確な使用期限を定めることなく過去の回答結果を使用した単一補

完が行われており、長期にわたってデータを使用し続けた場合、統計精

度の悪化につながる懸念があるため、第Ⅲ期基本計画において指摘され

ている自動車輸送統計調査そのものの見直しと整合するよう、並行して、

データの使用期限も含めて検証を行うことが必要であると指摘されてい

る。 

この精度検査報告書を踏まえ、国土交通省は、平成 29 年度において、

さらなる精度向上に向けた新たな補完手法の検討等を行い、新たな補完

方法として、事業所を地域別・保有車両数規模別に層分けし、同一層の

事業所データより前月比を推計し、欠測した事業所の前月分の輸送量に

乗じる方法を採用することとした。 

なお、自動車輸送統計調査の新たな手法での見直しについて、統計委

員会の答申（令和元年８月 29 日）を受け、令和２年４月から新たな手法

で調査を実施することとしている。 

 

（２）評価及び課題解決に向けた今後の取組の方向性 

国土交通省が、新たな補完方法として、複数の補完方法を比較検証し、

事業所を地域別・保有車両数規模別に層化し、同一層の事業所データよ

り前月比を推計の上、欠測した事業所の前月分の輸送量に乗じる方法を

採用することとした対応については、妥当である。また、無回答が続い

た場合、当該方法により連続補完する場合のデータ使用期限を定めた点

についても評価する。 
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５ 自動車輸送統計調査（貨物営業用自動車）の欠測への対応に関する検討

について 

（１）取組の現状 

自動車輸送統計調査については、報告書において、一部の調査票様式

について回収率が 50％を下回るなど、欠測値に対する統計技術的な対応

では補正しきれない状態に置かれているものと判断されることから、第

Ⅲ期基本計画（表２参照）において調査そのものの見直しが指摘されて

いることに併せて推計方法や欠測値への対応についても検討を行い、結

論を得ることが必要であると指摘されている。 

表２ 「第Ⅲ期基本計画」 抜粋 
 

具 体 的 な 措 置 、方 策 等 担当府省 実施時期 

◎  自動車輸送統計調査について、精度向上
を図る観点から、平成 29 年度(2017 年度）に
実施する予備的調査、他の輸送統計及び行政
記録情報の活用も含めて分析・検討を促進
し、新たな調査手法による調査を開始する。
また、公表の早期化やニーズに応じた公表事
項の充実、品目別輸送量の数値の安定化方策
等について検討し、早期に結論を得る。 

国土交通省 平成 32 年度 

(2020 年度）か

ら実施する。 

 
この精度検査報告書を踏まえ、国土交通省は、回収率が 50％を下回っ

ていた貨物営業用自動車（トラック）調査について、回収率向上に向け

た報告者負担の軽減、結果精度の確保・向上等を図るため、調査単位を

事業所から自動車として事業所票を廃止し、調査期間を 1ヶ月間から 7日

間とする調査手法に変更することなどを実施することとしている。 

上述の手法により行った予備的調査（平成 29 年度）において、事業所

票の廃止及び調査期間の短縮等による報告者負担の軽減により、調査票

の想定回収率 60％を概ね達成することが確認されたことから、令和 2 年

4 月調査から実施する新調査においても想定回収率の達成と目標精度の確

保が見込まれる。 

推計方法については、予備的調査の結果を踏まえ、行政記録情報（車

検データ）を用いた比推定を導入することとした。 

なお、自動車輸送統計調査の新たな手法での見直しについて、統計委

員会の答申（令和元年８月 29 日）を受け、令和２年４月から新たな手法

で調査を実施することとしている。 

 

（２）評価及び課題解決に向けた今後の取組の方向性 

国土交通省が、新たな調査手法により予備的調査を実施し、回収率の

向上を確認するとともに、精度の向上を図るため行政記録情報（車検デ

ータ）を用いた比推定を導入することとした対応については、妥当であ
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る。 

なお、見直し後の調査計画においても貨物営業用自動車（トラック）

調査の目標回収率は 60％程度であるため、報告者負担の軽減をより一層

推進すること、また、行政記録情報の活用可能性について検討すること

を推奨する。 

 

６ 建築着工統計調査の補正調査の見直しについて 

（１）取組の現状 

建築着工統計調査の補正調査については、精度検査報告書において、

工事費予定額によるネイマン配分による標本配分法の導入等標本設計を

見直すとともに、見直しに伴う抽出方法を含む調査方法等の変更に向け、

平成30年度に試験調査を実施し、その後、必要な準備を進め、平成33 年

（2021 年）１月に完成する建築物から見直し後の標本設計に基づき抽出

された対象に切り替えて調査を開始することが必要であると指摘されて

いる。 

国土交通省は、精度検査報告書を踏まえ、平成 30 年度に建築着工統計

調査補正調査試験調査（以下「試験調査」という。）を以下のとおり実施

した。 

・報 告 者：建築基準法第 15 条第 1 項の規定による建築物を建築 

      しようとする旨の届出を行った建築主（個人／法人） 

・報告者数：約 450 人（母集団数：約 50 万人） 

・調査組織：国土交通省 － 民間事業者 － 報告者 

・調査期間：平成 30 年９月中旬～10 月上旬 

試験調査の結果、調査票の提出締切日の回収率が低く、特に個人から

の回収率が低いという課題等が明らかになった。その要因として、調査

事項のうち個人の建築主自身では把握しておらず、工事施工者に確認し

なければ回答が困難な場合があり、確認の手間の煩雑さ等から調査票の

未提出があったと推測されたことから、見直し後の建築工事費調査の報

告者を工事施工者とするなど、試験調査の方法から見直しを行った。 

なお、平成 30 年計補正調査結果の補正率は木造が 1.03、非木造が 1.04

であり、試験調査結果の補正率も木造が 1.03、非木造が 1.04 と同じ値で

あった。 

補正調査より名称変更した建築工事費調査について、精度検査報告書

に記載されているとおり、令和３年（2021 年）１月に完成する建築物か

ら見直し後の標本設計に基づく調査対象として開始できるよう、調査計

画の変更案を令和１年 12 月 20 日の統計委員会に諮問し、令和２年１月

24 日の統計委員会において答申を受けた。なお、標本設計の見直しに伴

い、都道府県別集計を廃止することから、答申の中で、地域別集計等の
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利用ニーズの確認、地域別の傾向の相違の有無や地域別集計等を行った

場合の精度の確認といった検証を行うよう指摘を受けており、これにつ

いては今後、検証することとしている。 

 

（２）評価及び課題解決に向けた今後の取組の方向性 

国土交通省が、精度検査報告書で整理された調査計画の改善案を踏ま

え、調査方法等の変更に向け、令和３年（2021 年）１月に完成する建築

物から見直し後の標本設計に基づく調査対象として調査開始できるよう、

平成 30 年度に試験調査を実施したことは適当である。また、試験調査の

結果を踏まえ、見直し後の建築工事費調査の報告者を工事施工者とする

等、調査方法の必要な見直しを行ったことも妥当である。なお、評価分

科会としても、統計委員会の答申において指摘されている地域別集計の

検証については検討すべき課題であると判断するところであり、国土交

通省における対応に期待する。 

 

７ 賃金構造基本統計調査の欠測への対応に関する検討について 

（１）取組の現状 

    賃金構造基本統計調査については、精度検査報告書において、回収率

が約 70％であるが、全部非回答に対し、単一補完やウエイト調整などの

欠測値への対応が行われることなく線形推定が行われており、この問題

点について、第Ⅲ期基本計画（表３参照）に沿って見直しを進めること

が必要であると指摘されている。 

表３「第Ⅲ期基本計画」 抜粋 

具 体 的 な 措 置 、方 策 等 担当府省 実施時期 

◎ 賃金構造基本統計調査について、調査の効
率化に向けた調査方法の見直し及び公表の更
なる早期化、回収率の向上策、調査対象職種
の見直しや学歴区分「大学・大学院卒」、
「高専・短大卒」の細分化について、試験調
査の実施等により見直しの影響を検証しつつ
検討する。また、回収率を考慮した労働者数
の推計方法の変更や、オンライン調査導入に
合わせ、抽出された事業所内の全労働者を調
査することについての検討を進める。 

厚生労働省 平成32 年(2020
年）調査の企画

時期までに結論

を得る。 

 

この精度検査報告書を踏まえ、厚生労働省は、令和２年調査から、回

収率を考慮した推計として、事業所が含まれる層の母集団事業所数に対

する有効回答事業所数の割合の逆数を事業所復元倍率として用いる方法

に変更することとした（諮問第 132 号の答申「賃金構造基本統計調査の

変更について」、令和元年９月 30 日）。また、過去の調査結果との接続性

の観点から、平成 18 年まで遡って新たな復元方法によって集計した結果
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及び令和２年調査を従来の復元方法によって集計した結果を公表する予

定である。 

  

（２）評価及び課題解決に向けた今後の取組の方向性 

厚生労働省が、令和２年調査から、回収率を考慮した推計として、事

業所が含まれる層の母集団事業所数に対する有効回答事業所数の割合の

逆数を事業所復元倍率として用いる方法に変更することとしたことにつ

いては、妥当であるとともに、過去の調査結果との接続性の観点から、

平成 18 年まで遡って新たな復元方法によって集計した結果及び令和２年

調査を従来の復元方法によって集計した結果を公表することとしたこと

を評価する。 

また、引き続き、統計精度の改善に向けて、同省内の他の調査統計の

対応状況に係る情報の共有化や、有識者による検討会の活用により取組

を進めていくことを推奨する。 

 

８ 薬事工業生産動態統計調査の欠測への対応に関する検討について 

（１）取組の現状 

薬事工業生産動態統計調査については、精度検査報告書において、生

産がない場合に調査票を提出する必要がないとの運用がなされており、

「全部非回答」と「生産なし」が判別できない状態で、非回答も含め一

律に「生産なし」とみなして単純合算集計を行っている可能性があり、

この改善については、統計委員会の答申（表４参照）に沿った取組を進

める必要があると指摘されている。 

表４ 

統計委員会諮問第 106号答申 

「薬事工業生産動態統計調査の変更について」（平成 30年１月 18日）抜粋 

１ 本調査計画の変更 

（２）理由等 

エ 調査方法の変更 

③ 最終製品の生産がなかった場合の取扱い 

 統計委員会が、平成 29 年度に統計の精度向上の一環として行った統計精度検

査において、本調査は、現在、最終製品の生産がなければ、報告不要という取扱

いがなされており、未回答については、生産がなかったものとして一律に処理が

なされていることが明らかとなった。 

 これについて統計委員会からは、「全部非回答」と「生産なし」が判別できな

い状態であり、非回答も含めて一律「生産なし」とみなして単純合算集計がなさ

れている可能性について指摘がなされているところである。 

 この指摘を踏まえ、厚生労働省は、今回の変更に合わせて、最終製品の生産の

有無にかかわらず、全ての報告者から報告を求めることを徹底することとしてい

る。 

 これについては、正確な報告の確保に資するものであることから、適当であ

る。 
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この精度検査報告書を踏まえ、厚生労働省は、平成 31 年 1 月調査より、

最終製品の生産の有無にかかわらず、全ての報告者から報告を求め、「全

部非回答」と「生産なし」は判別できる状況となっている（回収率は約

95%）。報告を求めるにあたっては、厚生労働省医政局経済課長通知「薬

事工業生産動態統計調査の調査方法の変更について（平成 30年 4月 10日

医政経発 0410 第１号）」を各都道府県衛生主幹部（局）長宛てに発出し、

すべての製造販売業者が調査票を提出する必要がある旨周知徹底を行っ

たところである。 

 さらに、全製造販売業者に対して発出した文書、厚生労働省ホームペ

ージに掲載している調査票記入要領等において、生産等の実績がない場

合でも調査票を提出する必要がある旨明記すると共に、平成 30 年度に全

国で 10 回開催した調査客体向け説明会においてもその旨強調して説明を

行った。 

 

（２）評価及び課題解決に向けた今後の取組の方向性 

厚生労働省が、平成 31 年 1 月調査より、最終製品の生産の有無にかか

わらず、全ての報告者から報告を求め、「全部非回答」と「生産なし」を

判別できる状況としたことについては、妥当である。さらに、各都道府

県や全製造販売業者に対して発出した文書や調査票記入要領等への明記、

調査客体向け説明会における説明により、生産等の実績がない場合でも

調査票を提出する必要がある旨の周知徹底を行っていることは適当であ

ると評価する。 

また、今回の見直しによる結果への影響の程度を分析し、ユーザーに

も分かるようにするなどにより統計の信頼性を高めていくことを推奨す

る。 

 

９ 令和２年度における評価分科会の取組について 

（１）精度検査報告書のフォローアップ 

精度検査報告書Ⅱ－３－（２）－③から⑧までで対応を求めた事項の

うち、令和２年度に検討期限を迎えるもの及び令和２年度から着手する

こととされている取組（社会教育調査（民間体育施設）等）について、

その進捗状況について聴取し、審議を行う。 

第１回～第４回評価分科会においてフォローアップを行った経済産業

省生産動態統計調査については、「令和元年度統計委員会評価分科会審議

結果報告書（第１回～第４回審議分）」における課題解決に向けた今後の

取組の方向性の指摘に従い、経済産業省は総務省の協力を得て、自動車

等の品目以外の２～３の品目においても同様の検証を行い、評価分科会

にその結果を報告する。 
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（２）欠測値への対応として利用可能な補完方法等の整理 

これまでの欠測値への対応に係る審議等も踏まえ、欠測の状況等に応

じて利用可能な補完方法の選択肢など、統計作成の実務上参考となるよ

うな欠測値補完の方法・手順等を整理する。また、欠測値への対応に関

する各府省研究成果の共有化を引き続き進める。 
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